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評価するニーズ評価（assessment of need for the program）、2 段階目に、政策の背後
に存在するプログラム理論の適切性を評価するセオリー評価（assessment of 
program design and theory）、3 段階目に、政策の実施状況と政策実施前に想定して
いたサービスの供給量・質・時期との一致性を評価するプロセス評価（assessment 
of program process and implementation）、4 段階目に、政策が政策受益者である市民
や社会状況に与えた効果を評価するインパクト評価（assessment of program 
outcome/impact）、5 段階目に、政策が投入した資源と得られた効果の必要対効果




















































































































本調査研究では、A 県 B 市に在住する在宅高齢者 600 人を対象に調査を実施し





























た。回答の数量化は「0 点：全く思わない」「1 点：あまり思わない」「2 点：やや





の数量化は「0 点：そう思わない」「1 点：少しそう思う」「2 点：かなりそう思う」




のニーズ充足度」を測定する 5 因子 28 項目で構成した。具体的には「健康づくり
支援」3 項目、「社会参加支援」4 項目、「地域生活支援」11 項目、「介護予防支援」

























Comparative Fit Index（CFI）58)と Root Mean Square Error of Approximation（RMSEA）
59)により判断した。一般的に、CFI は 1.0 に近いほど良いモデルと判断され、この
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数値が 0.95 以上であることが望ましいとされる。他方、RMSEA は 0.10 未満であ
ればそのモデルを採用しても大きな問題はないと判断される。統計パッケージに
は、Mplus7.3 を使用した。 
本調査研究では、最終的に 600 人分の調査票配布数に対して 340 人（回収率：
56.7％）から回答を得た。統計解析にはこれら 340 人分のデータのうち、統計解




集計対象者 244 人の基本属性の分布は表 1 に示した。 
集計対象者の内訳は男性 104 人（42.6％）、女性 140 人（57.4％）であった。平
均年齢は 73.0 歳（標準偏差：6.08、範囲：65 - 96）であった。 
 




市民からみた政策の基本理念の達成度に関する項目の回答分布を表 2 に示した。 
政策に対する認知的評価測定尺度の 1 因子モデルのデータに対する適合度は
CFI > 0.999、RMSEA < 0.001 であった（図 1）。なお、yA1 と yA2 の誤差変数間に
相関を認めた。 
 
男性 104 ( 42.6% )
女性 140 ( 57.4% )











図 1 政策に対する認知的評価測定尺度の因子構造モデル 
 
第3項. 施策に対する認知的評価測定尺度の妥当性 
市民からみた施策の推進度に関する項目の回答分布を表 3 に示した。 
施策に対する認知的評価測定尺度の 1 因子モデルのデータに対する適合度は



















6 ( 2.5% ) 113 ( 46.3% ) 118 ( 48.4% ) 7 ( 2.9% )
単位: 人 (%)









図 2 施策に対する認知的評価測定尺度の因子構造モデル 
 
第4項. 事業に対する認知的評価測定尺度の妥当性 
市民からみた事業のニーズ充足度に関する項目の回答分布を表 4 に示した。 
事業に対する認知的評価測定尺度の 5 因子二次因子モデルのデータに対する適























71 ( 29.1% ) 119 ( 48.8% ) 50 ( 20.5% ) 4 ( 1.6% )
単位: 人 (%)






























































































































































































量化は「0 点：全く思わない」、「1 点：あまり思わない」、「2 点：ややそう思う」、
「3 点：とてもそう思う」の 4 件法とし、得点が高いほど市民からみて政策の基
本理念が達成されていることを意味するよう設定した。②施策に対する認知的評
価測定尺度は、市民からみた「施策の推進度」を測定する 4 項目で構成した。回
答の数量化は「0 点：そう思わない」、「1 点：少しそう思う」、「2 点：かなりそう
思う」、「3 点：充分そう思う」の 4 件法とし、得点が高いほど市民からみて施策
が推進していることを意味するよう設定した。③事業に対する認知的評価測定尺
度は、前記の施策の下に配置されている各事業のアウトプットを質問項目化し、






















業していない、を 1 点に得点化した。 
前記解析に先立ち、本調査研究で使用した各測定尺度の構成概念妥当性を、確
認的因子分析により検討した。このとき、「政策に対する認知的評価測定尺度」は
















集計対象者 946 人の基本属性の分布は表 5 に示した。 
集計対象者の内訳は、男性 434 人（45.9％）、女性 512 人（54.1％）であった。
平均年齢は 53.7 歳（標準偏差：17.80、範囲：20 - 97）であった。家族構成につい
ては、二世代世帯が最も多く454人（48.0％）、次いで夫婦のみ世帯が257人（27.2％）、
三世代世帯が 130 人（13.7％）、単身世帯が 98 人（10.4％）、四世代世帯が 7 人
（0.7％）であった。現在の職業については、現在就業していないが 352 人（37.2%）
で最も多く、以降は、会社員（正規雇用）が 280 人（29.6％）、パート・アルバイ
トが 129 人（13.6％）、自営業（農林水産業含む）が 64 人（6.8％）、公務員（地方・
国家）が 48 人（5.1％）、会社員（非正規雇用）が 39 人（4.1％）、学生が 19 人









市民からみた政策の基本理念の達成度に関する項目の回答分布を表 6 に示した。 
政策に対する認知的評価測定尺度の 1 因子モデルのデータに対する適合度は、
CFI = 0.998、RMSEA = 0.085 であった（図 5）。なお、yH3 と yH4 の誤差変数間に
相関を認めた。 
 
表 6 政策の基本理念の達成度に関する項目の回答分布（n = 946） 
 
 
男性 434 ( 45.9% )
女性 512 ( 54.1% )
平均年齢±標準偏差(範囲) ( 20-97 )
単身世帯 98 ( 10.4% )
夫婦のみの世帯 257 ( 27.2% )
二世代世帯 454 ( 48.0% )
三世代世帯 130 ( 13.7% )
四世代世帯 7 ( 0.7% )
会社員（正規雇用） 280 ( 29.6% )
会社員（非正規雇用） 39 ( 4.1% )
公務員（地方・国家） 48 ( 5.1% )
自営業（農林水産業含む） 64 ( 6.8% )
15 ( 1.6% )
パート・アルバイト 129 ( 13.6% )
学生 19 ( 2.0% )























43 ( 4.5% ) 268 ( 28.3% ) 572 ( 60.5% ) 63 ( 6.7% )
単位: 人 (%)










市民からみた施策の推進度に関する項目の回答分布を表 7 に示した。 
施策に対する認知的評価測定尺度の 1 因子モデルのデータに対する適合度は、
CFI = 0.996、RMSEA = 0.072 であった（図 6）。 
 
































市民からみた事業のニーズ充足度に関する項目の回答分布を表 8 に示した。 
事業に対する認知的評価測定尺度の 3 因子二次因子モデルのデータに対する適





表 8 事業のニーズ充足度に関する項目の回答分布（n = 946） 
 
 









































































222 ( 23.5% ) 631 ( 66.7% ) 87 ( 9.2% ) 6 ( 0.6% )
単位: 人 (%)
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